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第１章 業務の目的及び内容 

第１節 業務の目的 

一般廃棄物の処理は人々の生活を維持するために必要不可欠な社会サービスであるため、激

甚化する災害や新型コロナウイルス感染症の流行といった危機的な状況下であっても、安定的

な事業継続が必要である。一方で、高齢者世帯等を対象とした戸別収集や住民の利便性向上等

を踏まえた夜間収集といった行政ニーズの多様化に対応することも同時に求められている。こ

れらの廃棄物処理を取り巻く事業環境に対応していかなければならないことに加え、廃棄物処

理の体制面では、作業員の担い手不足や高齢化が進んでいるといった課題もある。引き続き、

安定的な廃棄物処理体制を維持するには、これまで以上に、作業員の安全確保及びスキルアッ

プを通じて事故の未然防止を図るとともに、意欲・能力を存分に発揮できる環境を作り出して

いくことが必要である。 

とりわけ、現在も続く新型コロナウイルス感染症流行下において、作業員は日々不安を抱え

ながら廃棄物の収集作業に従事しており、収集作業の忌避、作業員への感染拡大による廃棄物

処理の停滞も懸念される。 

以上を踏まえ、本業務では、早急に収集作業の実態を把握し、強靱で持続可能な廃棄物処理

体制を検討するとともに、研修を通じて作業員の安全対策及び意識向上を図ることを目的とす

る。 

 

第２節 業務の内容 

（１）新型コロナウイルス感染症流行下における廃棄物処理に係る調査・分析 

自治体と廃棄物処理事業者に対し、通常時と新型コロナウイルス感染症流行下における廃棄

物処理に関するアンケート調査を実施し、得られた結果から、通常時と新型コロナウイルス感

染症流行下における廃棄物処理の状況を比較分析し、課題を整理するとともに、調査対象から

得られた教訓等についてまとめた。また、アンケート調査から得られた好事例について、ヒア

リング調査による深堀りを行い、詳細をまとめた。アンケート調査に係る調査票の作成・送

付・回収・問い合わせ対応等を行い、アンケート調査とヒアリング調査の対象選定及び内容の

詳細については、環境省担当官と協議の上で決定した。 

 

（２）感染症等に対応する強靱で持続可能な廃棄物処理体制の検討 

文献調査や、「令和３年度新型コロナウイルス感染症に係る廃棄物を始めとする感染性廃棄

物等の適正処理等に関する調査検討業務」で実施する有識者へのヒアリングの情報を参考とし

て、廃棄物処理工程において感染可能性のある経路等の検討を行った。 

また、検討結果を基に、感染症等の流行下においても廃棄物処理業務が安定的に継続される

ための強靱で持続可能な廃棄物処理体制について検討した。 
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（３）廃棄物処理に携わる作業員の研修素材の作成 

（１）の結果を基に、廃棄物処理に携わる作業員の安全確保及びスキルアップに必要な研修内

容を検討し、配信等によるオンライン講習を前提とした効果的な研修プログラム（案）を作成

した。なお、検討に当たっては、（２）の検討結果を踏まえて、感染症等にも対応した研修内

容とした。 

また、研修プログラムに付帯する研修用の動画（案）及びテキスト（案）を、作成した。 

 

（４）感染症等に対応する強靱で持続可能な廃棄物処理体制に向けたワーキンググループの開催 

（１）～（３）についての検討を目的とするワーキンググループを設置した。会議は WEB 上

で行い、２回（各回２時間）開催した。委員９名の委嘱手続き、委員への連絡・日程調整等、

WEB 会議室の準備、司会進行、委員への謝金支給（１名 1 回当たり 17,700 円）、電子資料

作成（第１回：173 ページ、第２回：100 ページ）、議事録の作成を実施した。検討委員の構

成、資料の内容については環境省担当官と事前に協議を行い決定した。 

 

（５）報告書の作成 

（１）～（４）で実施した業務の結果を取りまとめた本報告書を作成した。 
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第２章 業務の結果 

第１節 新型コロナウイルス感染症流行下における廃棄物処理に係る調査・分析 

（１） アンケート調査 

① 目的 

自治体・一般廃棄物収集運搬業者・感染性廃棄物処理業者に対し、通常時と新型コロナウ

イルス感染症流行下における廃棄物処理の状況を把握するためアンケート調査を実施した。 

 

② 本調査実施期間 

自治体、一般廃棄物収集運搬業者、感染性廃棄物処理業者に対する調査実施期間について

は、下記表の通りである。 

対象 実施期間 

自治体 令和 3年 9月 30日（木）～10月 22日（金） 

一般廃棄物収集運搬業者 令和 3年 9月 30日（木）～10月 22日（金） 

感染性廃棄物処理業者 令和 3年 11月 2日（火）～ 11月 26日（金） 

 

③ 本調査の方法・手法 

自治体、一般廃棄物収集運搬業者、感染性廃棄物処理業者に対する調査の方法及び手法に 

ついては、下記表の通りである。 

対象 調査方法 調査手法 

自治体 環境省本省から各都道府県に本調査依頼文を

発出し、各都道府県は構成市区町村へ本調査の

協力を募った。 

本調査の手法は WEB

から回答をしていた

だく「WEB方式」を

用いた。 

一般廃棄物収集運搬業者 日本環境衛生センタ―から一般社団法人全国

清掃事業連合会、全国環境整備事業協同組合連

合会、全国一般廃棄物環境整備協同組合連合

会、一般社団法人日本環境保全協会（以下「4

団体」という）に本調査依頼文を発出し、4団

体は各会員の処理業者へ本調査の協力を募っ

た。 

本調査の手法は WEB

から回答をしていた

だく「WEB方式」、

調査票を送付し、回

答を FAXでお送りい

ただく「FAX方式」

の 2種類を用いた。 

感染性廃棄物処理業者 産業廃棄物処理業者検索サイト「さんぱいく

ん」（以下「さんぱいくん」という）を活用し

対象となる感染性廃棄物の処理業者 255社を抽

出した。なお抽出方法としては、サイト内の特

別管理産業廃棄物の項目の「感染性産業廃棄

物」、「収集運搬」、「積替保管あり」、「積

替保管なし」にチェックを入れて感染性廃棄物

を扱う収集運搬業者を抽出し、「感染性産業廃

棄物」、「処分業」、「中間処理」、「最終処

分」にチェックを入れて感染性廃棄物を扱う処

分業者の抽出を行った。 

本調査の手法は WEB

から回答をしていた

だく「WEB方式」、

調査票を送付し、回

答を FAXでお送りい

ただく「FAX方式」

の 2種類を用いた。 
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④ 本調査の回収率 

   自治体、一般廃棄物収集運搬業者、感染性廃棄物処理業者におけるアンケート回収率につ

いては、下記表の通りである。 

対象 対象数 回答数 回収率 

自治体 2,074 1,283 62% 

一般廃棄物収集運搬業者 3,145 1,017 32% 

感染性廃棄物処理業者 249 70 28% 

 

※1.回収率(％)は小数点第一位を四捨五入し、試算した。 

※2.自治体の対象数は、市区町村全体の数 1741 から全量を一部事務組合等で実施している市町

村（以下全量組合等実施という）の数 214（市：39、町 135、村 40）を引いた数の 1527とし、一

部事務組合全体の数 516、広域連合全体の数 22を加えて「2074」とした。 

※3.感染性廃棄物処理業者の回答数 70 社のうち、新型コロナウイルス感染症に係る廃棄物に関

しての収集運搬又は処分の両方を実施していない業者が 16 社あり、これらの業者について本調

査の質問への回答は不要としたため、質問 2以降は母集団から省いて取りまとめを行った。 

（N＝54） 

 

⑤ 本調査の結果 

   自治体、一般廃棄物収集運搬業者、感染性廃棄物処理業者におけるアンケート結果につい 

ては、下記表の通りである。表中の％は、各設問に対して「ある」と回答した数である。そ 

の中でも、「個人防護具の使用」、「管理棟､事務所等の機器設備」、「従業員の健康管理」 

については、「ある」と答えた回答の割合が高かった。 

なお、アンケートでは、主に、新型コロナウイルス感染対策のために変えたことが「あ 

る」か「ない」かを質問したので、変えたところが「ない」と答えた場合、従前からしっか

りした対策を講じていて変える必要がなかったために「ない」と答えた可能性があることに

注意が必要である。 

 

質問内容 自治体 

（N＝1283） 

一般廃棄物収集運搬業者

（N＝1017） 

感染性廃棄物処理業者 

（N＝54） 

1.作業体制で変えた

ところはありますか。 

収集運搬：9.8％ 25.9％ 37.0％ 

処分：7.4％ 

2.対象廃棄物の取扱

で変えたところはあ

りますか。 

収集運搬：5.1％ 10.9％  

処分：8.0％ 

3.感染性廃棄物の取

扱量で変わったとこ

ろはありますか。 

  74.1 

4.感染性廃棄物の種

類や性状等で変わっ

たことはありますか。 

 

 

  38.9 
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質問内容 自治体 

（N＝1283） 

一般廃棄物収集運搬業者

（N＝1017） 

感染性廃棄物処理業者 

（N＝54） 

5.排出事業者から感

染性廃棄物に関する

新型コロナウイルス

対策について説明又

は相談を受けたこと

がありますか。 

  74.1 

6.作業要領で変えた

ところはありますか。 

収集運搬：18.6％ 46.3％ 57.4％ 

処分：18.2％ 

7.個人防護具の使用

で変えたところはあ

りますか。 

収集運搬：36.4％ 73.2％ 53.7％ 

処分：31.3％ 

8.車両の点検整備等

で変えたところはあ

りますか。 

収集運搬：17.1％ 47.1％ 63.0％ 

9.施設の点検整備等

で変えたところはあ

りますか。 

処分：16.4％  63.0％ 

10.事業の実施体制で

変えたことはありま

すか。 

 16.4％ 20.4％ 

11.労務管理で変えた

ことはありますか。 

15.5％ 26.2％ 42.6％ 

12.福利厚生で変えた

ことはありますか。 

22.0％ 42.5％ 51.9％ 

13.管理棟､事務所等

の機器設備で変えた

ところはありますか。 

31.6％ 62.0％ 64.8％ 

14.情報伝達､教育指

導等で変えたところ

はありますか。 

23.5％ 49.0％ 59.3％ 

15.従業員の健康管理

で変えたところはあ

りますか。 

41.5％ 67.9％ 79.6％ 

16.物資調達で変えた

ところはありますか。 

26.7％ 43.9％ 55.6％ 

17.熱中症対策で変え

たところはあります

か。 

13.6％ 43.3％ 33.3％ 

18.新型コロナウイル

スの感染予防対策も

含めて、労働安全衛生

に関する職員研修を

行ったことがありま

すか。 

 

 

12.7％ 30.7％ 48.1％ 
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質問内容 自治体 

（N＝1283） 

一般廃棄物収集運搬業者

（N＝1017） 

感染性廃棄物処理業者 

（N＝54） 

19. 事 業 継 続 計 画

（BCP）に関して市

区町村等から指導を

受けた、又は市区町村

等に相談を行ったこ

とがありますか。 

 

 

 16.6％ 5.6％ 

20. 事 業 継 続 計 画 

（BCP）について、委

託・許可業者と協議さ

れていますか。 

18.2％   

21.一般廃棄物処理の

業務に携わる職員や

事業者に対するワク

チン接種の円滑化、早

期化への取組を行い

ましたか。 

30.3％   

22.新型コロナウイル

ス感染症対策に関し

て市区町村等から指

導を受けた、又は市区

町村等に相談を行っ

たことがありますか。

（複数回答可） 

 指導を受けたことがある

25.2％ 

 

 相談を行ったことがある

28.5％ 

 

 指導を受けたことも 

相談を行ったことも 

ない 

49.5％ 

 

23.新型コロナウイル

ス感染症対策に関し

て都道府県市等から

指導等を受けた、又は

都道府県市等に相談

を行ったことがあり

ますか。（複数回答可） 

  指導を受けたことが 

 ある  

9.3％ 

  相談を行ったことある 

27.8％ 

  指導を受けたことも 

相談を行ったことも 

     ない  

68.5％ 

24.新型コロナウイル

ス感染症対策に関す

る国からの情報や通

知に関し、市区町村等

から適切に提供又は

指導がありましたか。 

 ●あった 

60.2％ 

●あった 

63.0％ 

 ●なかった 

22.6％ 

  ●なかった 

16.7％ 

 ●わからない 

14.1％ 

●わからない 

20.3％ 

25.新型コロナウイル

ス感染症に対する作

業上の不安はありま

すか。 

●大いにある 

19.7％ 

●大いにある 

37.6％ 

●大いにある 

37.0％ 

●少しある 

34.1％ 

●少しある 

37.5％ 

 ●少しある 

38.9％ 

●ほとんどない

32.8％ 

●ほとんどない 

22.2％ 

●ほとんどない 

24.1％ 

「アンケート調査の結果」 
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⑥ 本調査の結果（自治体における直営の有無がアンケート結果に与える影響について） 

   自治体の回答結果を収集運搬の直営の有無で分け、その回答結果がどのように影響するの 

か調査した結果については、下記表の通りである。 

調査の結果、すべての設問に対して収集運搬直営「有」の方が「無」より、変えたことが 

あるという回答が多かった。また、「新型コロナウイルス感染症に対する作業上の不安」の

設問に対しても、収集運搬直営「有」の方が「無」より、作業上の不安が高くなっている。 

分

類 

質問内容 自治体        

★全体（N＝1283） 

自治体           

①収集運搬直営「有」 

（N＝299） 

自治体        

②収集運搬直営「無」 

（N＝984） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A

感

染

防

止

対

策

の

徹

底

に

関

す

る

こ

と 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.作業体制で

変えたところ

はあります

か。 

収集運搬：9.8％ 18.4% 7.2% 

2.対象廃棄物

の取扱で変え

たところはあ

りますか。 

収集運搬：5.1％ 9.4% 3.9% 

3.作業要領で

変えたところ

はあります

か。 

収集運搬：18.6％ 30.4% 15.0% 

4.個人防護具

の使用で変え

たところはあ

りますか。 

収集運搬：36.4％ 57.2% 30.1% 

5.車両の点検

整備等で変え

たところはあ

りますか。 

収集運搬：17.1％ 31.1% 12.9% 

6.労務管理で

変えたことは

ありますか。 

15.5% 26.8% 12.1% 

7.福利厚生で

変えたことは

ありますか。 

22.0% 36.8% 17.5% 

8.管理棟､事務

所等の機器設

備で変えたと

ころはありま

すか。 

31.6% 42.5% 28.3% 

9.情報伝達､教

育指導等で変

えたところは

ありますか。 

 

23.5% 33.1% 20.5% 
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A

感

染

防

止

対

策

の

徹

底

に

関

す

る

こ

と 

10.従業員の健

康管理で変え

たところはあ

りますか。 

41.5% 58.9% 36.2% 

11.物資調達で

変えたところ

はあります

か。 

26.7% 43.1% 21.6% 

12.熱中症対策

で変えたとこ

ろはあります

か。 

13.6% 26.8% 9.7% 

13.新型コロナ

ウイルスの感

染予防対策も

含めて、労働

安全衛生に関

する職員研修

を行ったこと

があります

か。 

12.7% 22.4% 9.8% 

分

類 

質問内容 自治体        

★全体（N＝1283） 

自治体           

①収集運搬直営「有」 

（N＝299） 

自治体        

②収集運搬直営「無」 

（N＝984） 

 

B

事

業

の

継

続

・ 

事

業

者

と

の

相

談

等

に

関

す

る

こ

と 

14.事業継続計

画 （BCP）

について、委

託・許可業者

と協議されて

いますか。 

18.2% 19.4% 17.9% 

15.一般廃棄物

処理の業務に

携わる職員や

事業者に対す

るワクチン接

種の円滑化、

早期化への取

組を行いまし

たか。 

30.3% 46.2% 25.5% 
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分

類 

質問内容 自治体        

★全体（N＝1283） 

自治体           

①収集運搬直営「有」 

（N＝299） 

自治体        

②収集運搬直営「無」 

（N＝984） 

 

 

C 

そ

の

他 

16.新型コロナ

ウイルス感染

症に対する作

業上の不安は

ありますか。 

●大いにある 

19.7％ 

●大いにある    

31.4％ 

●大いにある      

16.2％ 

●少しある 

34.1％ 

●少しある 

35.5％ 

●少しある 

33.7％ 

 

●ほとんどない  

32.8％ 

●ほとんどない 

21.7％ 

●ほとんどない 

36.2％ 

「アンケート調査の結果(自治体における直営の有無が与える影響)」 

 

⑦ 本調査のそのほかの結果 

 そのほか、アンケート調査から次のことがわかった。 

 

ア．自治体の規模による違い（巻末資料⑤参照） 

 規模が大きい自治体ほど、新型コロナウイルス感染対策のために変えた割合が多かった。

また、規模の大きい自治体ほど、作業上の不安が大きいとの回答が多かった。 

 

イ．具体的な変更点（巻末資料⑤参照） 

 アンケートの質問ごとに、具体的な変更点として多かった回答を整理した。例えば、個人

防護具の使用で変えたところとしては、「マスク・手袋など保護具の装着」が多かった。 

 

ウ．個人防護具について（巻末資料⑪参照） 

 アンケート調査の設問「個人防護具の使用で変えたところはありますか。※マスク､ゴーグ

ル､手袋､作業着などの着用に関する具体的な内容」に対して「ある」と答えた者の記述回答

について、整理した。 

 その結果、自治体、一般廃棄物収集運搬業者、感染性廃棄物処理業者のいずれにおいて

も、変えたところとしては「マスク」が圧倒的に多く、次いで「手袋」「ゴーグル」などが

続いた。記述内容としては「マスクの着用」などとだけ書かれている場合がほとんどを占め

ており、マスクの種類や使用方法に関する具体的な記述は少なかった。 

そうした中でも、マスクについては、品質面では「不織布」、「医療用サージカルマス

ク」、「N95」、「DS2」、使い方としては、全員に毎日支給するといった回答があった。 

手袋では、ゴム素材やロング手袋への変更、二重に使用するなどの回答があった。 

 

エ．国への要望（巻末資料⑤参照） 

   国への要望について質問したところ、ワクチン接種の継続・推進、経済的な援助、適切な

情報公開、治療薬の開発といった要望が多かった。 
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（２）ヒアリング調査 

① 本調査対象 

本調査対象は、自治体 10 団体（７市・３組合）、一般廃棄物収集運搬業者 16 社、感染

性廃棄物処理業者 4 社の計 30 者である。調査対象の選定方法は、アンケート調査の記述

内容からみて、感染症対策に先進的・積極的に取り組んでいることが読み取れる者を、総合

的な見地から選定した。このため、このヒアリングから得られた結果は、全体の平均的な取

り組み水準を示すものではないことに留意する必要がある。 

 

② 本調査実施期間・調査手法 

調査実施期間は、令和３年 11 月～令和４年１月である。調査手法としては、アンケート

調査の内容について、追加質問をヒアリングすることで深掘りすべき内容について質問用紙

を作成して送付し、その後電話やメール等でヒアリングを完成させる手法を取った。 

 

③ 調査結果概要（自治体） 

◎マスクなど個人防護具の着用、車両や施設・設備の消毒、パーテーションの設置といっ

た基本的な対策については、基本的に実施されていることがうかがえる。その上で、ごみの

受け入れ方式や組織体制などの対策を講じている事例が多く見受けられた。 

◎搬入自粛などのお願いについては、「不要不急のごみの搬入について自粛をお願いし、

可能な限りごみステーションに排出できるごみはごみステーションに排出してほしいといっ

た要請に過ぎなかったことから、あまり苦情はありませんでした。お願いベースの要請であ

ったことから、ハードなクレームはありませんでした。」といった意見もある一方で、「以

前から自身で荷下ろしをお願いしていたが、より一層協力をお願いしている。しかし実際に

は実行できず、接触回避ができていない。」という実態を反映した意見も見られた。 

◎不適物の対応については、「搬出事業者と搬入業者における分別の意識低下がみられ、

不適物の搬入が以前より見受けられた。新型コロナウイルス感染拡大防止のため、検査実施

回数は元に戻していない。」、「搬入ごみの中身を直に見る方が望ましい。目視、聴音調査

だけでは限界がある。感染防止の観点から袋を開いての検査については安全が確保できない

ため現状では難しいと考えている。」 と、各自治体とも苦慮している状況がうかがえた。 

◎リモート勤務の導入に関しては、「1 カ月程度、職員の半数ごと行った。工場や指定管

理の施設などの管理があるため、在宅でできる業務は少ない。」、「書類の詳細確認を電話

やメールですることが増え、対面でのやりとりより処理に時間を要した。」と、業務の特性

上、現状では限界があると指摘する意見が多かった。  

◎勤務体制については、「毎日違う車両に乗務することで業務内容の平等性を保っていた

所属が一部あったが、それができなくなった」、「ごみ収集量を通常量から約 1/3 減らし、

別で収集車両を増やし収集したため、作業員の負担はさほど問題にはならなかったが、運転

手は作業を行う等の負担が微増した。労働組合への申入れ（勤務労働条件変更）を行った。

増車分の収集車両・運転手の確保と業務量バランスの調整に苦労した。」、「実際に従事す

る人数が減る時間帯があり、対応が手薄になる弊害がありました。やむを得ないものとして

管理職等のフォローで対応しました。」 と、困難な場面もあるとする意見が挙げられた。 
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④ 調査結果概要（一般廃棄物収集運搬業者） 

◎マスクなど個人防護具の着用、車両や施設・設備の消毒といった基本的な対策について

は、各社とも、かなり徹底して実施されていることがうかがえた。その上で、社内組織体制

など、さらに踏み込んで工夫を凝らした対策を講じている事例が見受けられた。 

◎WEB での会議や情報共有、リモート勤務については、取り入れた事業者が多く見られ

るが、課題点を聞いたところ、「こちらが案じている以上に、機器の取り扱いには精通して

おり、問題はなかった」、「メリットは、夜勤勤務者も出席できるようになった。（時間を

合わせやすいので）」といった前向きな評価が多かった。 一方で、「各課の責任者にはラ

イン等で伝達事項を通知。それぞれの班に落とし込んだ際に、ニュアンスの違いで違う意味

に伝達される恐れがあるため、管理が煩雑。」 といった指摘や、「（アプリを）組織の心

理的安全性の低下を防止する観点から導入した。それについては各人のスマホで使用できる

内容でしたので有効だった。ただし、重要な内容で、全社員や部門ごと等の大人数の会議等

では WEB は発信力・伝達力が弱い。収集現場に出る社員は、PC を常時持ち合わせないの

で、スマホレベルでは情報伝達や共有の即応性や理解度が脆弱と感じる。また、請求書等の

紙面のやり取りも多く、事務系等はまだまだ自宅勤務できるレベルには程遠い。」 といっ

た感想などもあり、“どの程度まで使用できるか、すべきか”という点を、各社の実情に応

じて見極めることが必要と考えられる。 

◎人員配置については、部署間で融通の利く人員配置した事業者も複数見られた。これに

ついては 、「各部門において特殊車両の操作、業務実施に必要な知識、実務経験を積める

ように取り組んでいる。」、「他部署の応援者でもマニュアルを見れば作業ができるように

詳細な内容に見直した。またマニュアルを順守しないと怪我や事故発生のリスクが高い部分

を特定し表示した。」 といった業務共有の仕組みとセットにして導入されるケースが多く

見受けられた。  

 

⑤ 調査結果概要（感染性廃棄物処理業者） 

◎マスクなど個人防護具の着用、車両や施設・設備の消毒といった基本的な対策について

は、アンケート結果によると基本的に実施されており、その中でも排出元からの収集方法に

変更を加えた事例などが多くみられた。  

◎排出元からの収集方法については、「段ボールでの受入を停止し、全てプラスチック製

のメディカルペールに変更。また、受入時に噴霧による容器消毒を行う事とした。容器のま

ま焼却処分する。容器は一度蓋を閉めると開かない造りとなっている。排出元にはご理解頂

ける様、しっかりと説明を行っているが、どうしても対応が難しい排出元からの受入量が減

ったケースもある。」、「陽性者の廃棄物が発生した場合、その旨報告してもらい、該当の

廃棄物はプラスチックのペール容器に収納してもらい、エタノール等で消毒の上、集積場所

に保管してもらう事で話をしてありました。陽性の入院患者が居る時期はペール容器の排出

が増えました。すべての排出元様が従ってくれたと思いますが、段ボール容器で排出されて

いる陽性者以外の廃棄物もコロナウイルスが入っている物として慎重に扱いました。」 と

いったように、段ボールでの受け入れを止め、プラスチック容器での受け入れに切り替えた

ケースが多くみられた。 
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◎新型コロナウイルスワクチンの接種会場での回収については、「回収するものは、ワク

チン接種後の注射針・注射器・防護服など。 特に気を付けた点は、会場は商業施設や体育

館などですので、常に人が多い所ですから感染予防と事故に気を付けた。また、特設会場の

為、当日終了後に回収を求められたのでそのための人員を予定しなくてはいけなかった。 

社内への意識づけとしては、常に感染をしない事が一番なので予防・消毒の徹底をした」  

という意見があげられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※これら一連の調査結果の詳細資料は、巻末に記す。 
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第２節 感染症等に対応する強靱で持続可能な廃棄物処理体制の検討 

（１） 文献調査 

① 接触感染について 

   現在流行している新型コロナウイルス（COVID-19）を中心に、その病原ウイルスの性

状・特徴、廃棄物処理工程において感染の可能性がある経路、廃棄物分野に関連する対応事

例、医療や各種産業分野の他、一般住宅を含めた対策に関連した最新の知見を確認すること

を目的に国内外の文献や情報を再整理した。 

接触感染について、現在までの知見では、飛沫感染が重要であることは確実であるのに対

し、廃棄物等に関する接触感染については情報が十分ではなく、その重要性に関する評価が

定まっていない。接触感染に関する情報としては、下記のものがある。 

  

  〇国立感染症研究所・国立国際医療研究センター 

実地疫学調査により得られた情報に基づいた国内のオミクロン株感染症例に関する暫定的

な潜伏期間、家庭内二次感染率、感染経路に関する疫学情報（2022 年 1 月 10 日現在） 

[https://www.niid.go.jp/niid/ja/2019-ncov/2559-cfeir/10901-covid19-04.html] 

オミクロン株感染者に関する疫学調査から考察された潜伏期間や感染経路に関する暫定情報

で、感染経路については、従来株、アルファ株、デルタ株同様、飛沫感染が疑われる感染が

多かったとしている。この結果を踏まえて「SARS-CoV-2 の変異株 B.1.1.529 系統（オミク

ロン株）について（第 6 報）」ではオミクロン株の「感染・伝播性はやや高い可能性はある

が、現段階でエアロゾル感染を疑う事例の頻度の明らかな増加は確認されず、従来通り感染

経路は主に飛沫感染と接触感染」とした。 

これに対して 2022 年 2 月 1 日時点で東北大等の専門家グループが、「主たる感染の運び

手はエアロゾル（ウイルスを含んだ微粒子）で、接触感染はまれであることは世界の科学界

のコンセンサスになっている」と指摘し、公開質問状を提出している 

（http://web.tohoku.ac.jp/hondou/letter/）。なお、ここでいう「コンセンサス」とは

WHO、CDC、NIH 等の見解を指している。 

 

〇World Health Organization (WHO) 

Transmission of SARS-CoV-2: implications for infection prevention precautions. 

Scientific Brief (9 July 2020) 

[https://www.who.int/news-room/commentaries/detail/transmission-of-sars-cov-2-

implications-for-infection-prevention-precautions] 

世界的に新型コロナウイルスが大きな問題になってきた 2020 年 3 月 29 日に公開された

「COVID-19 を引き起こすウイルスの感染様式：感染予防および制御（IPC）予防策の推奨

事項への影響」の更新版で、昨年度の文献調査でも検索したものである。新型コロナウイル

スの感染経路について、飛沫感染、空気感染、接触感染、その他（糞・尿）の感染可能性に

ついて示し、人々がいつ感染しやすいか、感染を防ぐためのキーポイントなどを示してい

る。感染経路としては飛沫感染、空気感染が特に重要であることを示す一方で、接触感染を

含む非直接的な感染経路については、感受性の高い人にとってはありうるとしているが、

2020 年 6 月時点で明らかな接触感染の報告はないとしている。 
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〇Center for Disease Control and Prevention (CDC) 

Science Brief: SARS-CoV-2 and Surface (Fomite) Transmission for Indoor Community 

Environments 

[https://www.cdc.gov/coronavirus/2019-ncov/more/science-and-research/surface-

transmission.html#print] 

2021 年 4 月に更新された情報で、新型コロナウイルスの主な感染経路は、ウイルスを含ん

だ呼吸器飛沫 respiratory droplets によるものであるとしている。汚染された器物の表面に触

れることで感染することもありうるが、その可能性は低く、ウイルス汚染された物の表面を

触れた時の感染に至る頻度は 1 万回に 1 回未満としている。 

 

〇Port,JR., Yinda,CK., Owusu,IO. et al. 

SARS-CoV-2 disease severity and transmission efficiency is increased for airborne 

compared to fomite exposure in Syrian hamsters 

Nature Communications  

[https://www.nature.com/articles/s41467-021-25156-8.pdf] 

2021 年 8 月に掲載された米国立衛生研究所（NIH）グループの論文で、SARS-CoV-2 の接

触感染、飛沫感染(contact)、接触感染(fomite)、空気感染(airborne)の感染経路について、マ

ウスを用いて実際に感染するかどうかを検証したものである。鼻腔経由と空気感染では、重

篤な症状（呼吸障害、ウイルス量増大、体重減少）を発症したが、接触感染では症状は比較

的軽く、ウイルスの排出も遅れた。空気感染は接触感染よりも効率のよい感染経路であり、

空気の流れの方向に依存することが明らかになった。ウイルスの症状や感染経路の潜在的変

化を評価するために、感染経路モデルは重要である。 

 

〇国立感染症研究所・国立国際医療研究センター 

廃棄物を扱う際に接触感染が疑われた清掃員や医療従事者の SARS-CoV-2 感染(2021 年 6

月 25 一部改訂) 

[https://www.niid.go.jp/niid/ja/2019-ncov/2488-idsc/iasr-news/10327-496p02.html] 

新型コロナウイルス感染症の感染経路は飛沫感染が中心とされるが、接触感染や特殊な環

境下での空気感染の可能性が示唆されている。国内でアウトブレイク発生医療施設におい

て、施設管理に関わる清掃員や医療従事者の直接的、または間接的な接触感染が疑われる感

染事例が確認され、その原因を探っている。これによると、ベッドサイドで患者使用の廃棄

物回収やトイレ清掃等、ウイルスが付着した汚染物品に接触する機会が多く、その際に手袋

交換はせず、手指衛生も毎回確実に実施されていなかったため、接触感染で感染した可能性

が高いと考察している。 

 

   また、WG においては、海外の事例についてこれから論文化されて出てくると思われると

の指摘があった。 
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② 自治体職員の感染状況 

 自治体職員（廃棄物処理部門）の感染状況については、廃棄物処理部門の職員にも感染者

が発生しており、ごみ収集・処理業務の事業継続への影響が懸念される。このため、ここで

は 20 の政令指定都市、 東京 23 区及び東京 23 区一部事務組合の各 HP で、2021 年 4 月

～2022 年 2 月末時点の「お知らせ」や「報道資料」等により、廃棄物処理部門（環境局な

ど）で の職員感染情報を探索した。 

その結果、廃棄物処理部門職員の感染者数の情報が得られたのは、20 政令指定都市のう

ち、11 市（仙台、新潟、さいたま、横浜、川崎、相模原、静岡、名古屋、大阪、堺、熊本）

であった。同様に、東京 23 区で感染者数の情報が得られたのは 18 区（足立、荒川、板橋、

江戸川、大田、葛飾、北、江東、渋谷、世田谷、台東、中央、豊島、中野、練馬、文京、

港、目黒）及び東京 23 区一部事務組合であった。これらの自治体の廃棄物処理部門におけ

る 2022 年 2 月末時点（3 月 4 日集計分まで）の感染職員数の合計は 878 名であった。 

公表された情報から、業務中か、業務以外で感染したのかを特定することはできなかっ

た。また自治体によって公表されている情報内容が異なり、2021 年度の途中で公表方法を

変更している自治体もあるほか、自治体によって収集・処理業務の方法や委託状況にも違い

があることから、これらの公表資料から対策方法の検討に結びつけることができる情報を得

ることは困難な状況である。しかし、感染した職員やその濃厚接触者は一定期間出勤できな

かったと判断されるため、収集業務等への影響は大きかったものと推測される。 

なお、感染者数は不明であるが、神戸市の収集運搬の事業所一か所において多数の感染症

患者が発生し、当該事業所が 2020 年 4 月 20 日の業務終了後より閉鎖されて同年 5 月 6 日

から業務が再開されたとの情報があった。 

 

③ 変異株による感染状況の変化 

変異株による感染状況の変化と対応を調べた。厚生労働省の情報によれば、COVID-19 の

病原ウイルス（SARS-CoV-2）は時間 とともに変異株が出現し、2022 年 2 月までの国内で

の 6 回の流行の波のうち、第 4 波は 2020 年末頃から増えてきた変異株アルファ株の割合が

高かったが、2021 年 25 週頃からは新たな変異株デルタ株の割合が高まり、9 月時点でほぼ

100％置き換わった。さらに 2022 年 1 月以降は新たな変異株オミクロン株に置き換わり、2

月末まで継続している。変異株の流行については厚生労働省や国立感染症研究所の最新情報

を把握することができる。 

 

（２）有識者へのヒアリング 

   環境省の「令和３年度新型コロナウイルス感染症に係る廃棄物を始めとする感染性廃棄物

等の適正処理等に関する調査検討業務」で実施している有識者ヒアリングについて、令和４

年３月２２日時点では最終的な結果を入手できていないが、暫定的な情報によれば、注射針

等の鋭利なものの危険性が指摘され、鋭利なものを収納する容器を耐貫通性のものとするな

どの対策の徹底が必要との意見があったとのことである。これに関しては、環境省のガイド

ラインにおいて、ワクチン接種会場からの排出時の取組として次のように記されているの

で、この対策を徹底していくことが必要と考えられる。「特に、注射針等の鋭利なものにつ

いては、プラスチック製容器等の耐貫通性のある堅牢な廃棄物容器を用いること」 
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今後、上記業務の有識者ヒアリングの結果を入手し、それを踏まえて、持続可能な廃棄物

処理体制についてさらに検討を進めていくことが必要である。 

 

（３）アンケート調査 

   「事業継続計画（BCP）に関して市区町村等から指導を受けた、又は市区町村等に相談を

行ったことがありますか。」の問いに対し、一般廃棄物収集運搬業者は 16.6％、感染性廃棄

物処理業者は 5.6％の業者が市区町村等から指導を受けた、又は市区町村等に相談をしたこと

があると回答をしている（P６「アンケート調査の結果」19 参照）。 

また、「事業継続計画（BCP）について、委託・許可業者と協議をされていますか。」の

問いに対し、自治体全体は 18.2％、収集運搬直営「有」は 19.4％、収集運搬直営「無」は

17.9％が、委託・許可業者と協議をしていると回答をしている（P８「アンケート調査の結果

(自治体における直営の有無が与える影響)」14 参照）。 

 

（４）まとめ 

   現在までの知見では、飛沫感染が重要であることは確実であるのに対し、廃棄物等に関す

る接触感染については情報が十分ではなく、その重要性に関する評価が定まっていないが、

研修素材の作成において、飛沫感染（マイクロ飛沫感染 を含む）と接触感染の両方について

対策を講ずるという今までの方針を変更する必要はないと考えられる。 

   また、アンケート調査の結果から、BCP について自治体と廃棄物処理業者が協議・相談し

たケースが多いとは言えない。BCP の必要性等について、研修素材に盛り込み、関係者の意

識を高めていく必要があると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※これら一連の調査結果の詳細資料は、巻末に記す。 
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第３節 廃棄物処理に携わる作業員の研修素材の作成 

（１）研修動画（案） 

 研修動画（案）の全体構成としては、以下のように整理して作成した。 

 

■第一部 「感染症についての正しい知識を学ぶ！」 

・感染症の専門家から正しい知識を教示 

■第二部 「業務の中での正しい対策を学ぶ！」 

・廃棄物処理業務における感染症対策の留意点の説明 

■第三部 「全国の事業者・事業所の対策事例から学ぶ！」 

・事業所等で取り組まれる対策例を紹介 

■追加「廃棄物処理事業継続計画について」 

 

 なお、動画全体にわたり、受講者となる層が親しみやすく、分かりやすく伝えることを念頭に

置いて、バラエティ番組のような平易なタッチで作成・編集した。その一環として、ごみ収集車

をモチーフにしたキャラクター「パッくん」（下図）を登場させた。全体進行の MC には、「令

和３年度一般廃棄物処理施設管理技術講習会実施業務」でもナレーターを務めた経験のある者を

起用した。 

  

 

環境省のキャラクター「パッくん」の図柄 

 

 

第一部については、「感染症について正しい知識を学ぶ！」という内容とし、以下の点に留意

して作製した。 

・感染症の専門家（日本感染症学会前理事長、東邦大学医学部教授 舘田一博氏）により感染症

に関する正しい知識を平易に解説した。 
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第二部は、「業務の中で正しい対策を学ぶ！」として、具体的な対策方法について環境省が制

作している「収集運搬作業における新型コロナウイルス対策」から重要ポイントをピックアップ

した。 

 

第三部は、「全国の事業者・事業所の対策事例から学ぶ！」として、下記の内容を念頭に置い

て作成した。 

・全国の事業所で取り組まれるコロナ対策の中から、推奨すべき対策例をピックアップして紹介 

・発信力のある内容を取り上げ、好事例として参考になること 

 

加えて「廃棄物処理事業継続計画」について、内容やポイントを紹介しながら、新型コロナ発

生時における事業継続のためのガイドライン作成の必要性、重要性を訴える内容とした。研修動

画（案）の内容の一例は下図の通り。 

 

 

研修動画（案）の内容の一例① 

 

 

研修動画（案）の内容の一例② 
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研修動画（案）の内容の一例③ 

 

 

研修動画（案）の内容の一例④ 

 

研修動画（案）の内容の一例⑤ 
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研修動画（案）の内容の一例⑥ 

 

 

研修動画（案）の内容の一例⑦ 
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（２）研修テキスト（案） 

研修テキスト（案）については、環境省「廃棄物に関する新型コロナウイルス感染症対策ガイ

ドライン」を、視覚で読み解けるように具体例をイラスト化（ビジュアライズ）し、また、表組

みや箇条書き部分も読みやすく整理する方向で改訂版を作成した。同時に、動画への誘導や引用

にアクセスしやすく文書を立体化するなどの工夫を凝らした。ビジュアライズの一例及び研修テ

キスト（案）の内容の一例は下図の通り。 

 

「廃棄物に関する新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン」ビジュアライズの一例 

 

研修テキスト（案）の内容の一例① 
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研修テキスト（案）の内容の一例② 

 

 

研修テキスト（案）の内容の一例③ 

 

※研修テキスト（案）全体は、巻末に記す。 
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（３）効果的な研修プログラム（案） 

研修プログラム（案）は以下の通りである。 

研修内容 時間 

１．新型コロナウイルス感染症の概要について １時間 

２．廃棄物の収集運搬・処理における留意点  １時間 

３．対策例の紹介  30 分 

４．廃棄物処理事業継続計画について 30 分 

 

 また、これとは別に、短時間でそれぞれの者が個別に学習できるよう、動画や簡易版のテキス

トを用意する。自治体や廃棄物処理業者は、これらの動画や簡易版テキストを職員に配布して学

習を促すことにより、周知を図ることが適切と考えられる。 
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第４節 ワーキンググループの開催 

（１）第１回ワーキンググループ 

 下記の概要にて開催した。 

 

日時 

  2022年２月 25日（金）10：00～12：00 

場所 

WEB会議 

議事                      

(1) ワーキンググループの設置について 

(2) 新型コロナウイルス感染症流行下における廃棄物処理に係る調査・分析について 

    （アンケート調査・ヒアリング調査・文献調査） 

 (3) 廃棄物処理に携わる作業員の研修素材の作成について 

 (4) その他 

出席者 

（委員）（五十音順） 

池田行宏  近畿大学 医学部 近畿大学病院 准教授 

稲垣 正  公益社団法人全国都市清掃会議 事務局長 

後藤孝也  大東文化大学 スポーツ・健康科学部 健康科学科 教授 

山田正人  国立研究開発法人国立環境研究所 資源循環領域 室長 

（自治体委員） 

伊藤美咲  仙台市 環境局 廃棄物事業部 廃棄物企画課 主事 

河井雅之  八王子市 資源循環部 ごみ総合相談センター 主査 

岸川正次  春日市 地域生活部 環境課 ごみ減量担当 課長補佐 

（環境省） 

筒井誠二  環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 課長 

山田浩司  環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 総括課長補佐 

小林純一郎 環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 課長補佐 

嶋田魁人  環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 調査係 

（事務局） 

坂川 勉  一般財団法人日本環境衛生センター 専務理事 

村岡良介   一般財団法人日本環境衛生センター 環境事業本部 特別参事 

鈴木弘幸  一般財団法人日本環境衛生センター 東日本支局 研修事業部 事業推進役 

堀内義之  一般財団法人日本環境衛生センター 東日本支局 研修事業部 次長 

笹木宏行  一般財団法人日本環境衛生センター 東日本支局 研修事業部 主事 

橋本知幸  一般財団法人日本環境衛生センター 東日本支局 環境生物・住環境部 部長 

皆川恵子  一般財団法人日本環境衛生センター 東日本支局 環境生物・住環境部 次長 
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（２）第２回ワーキンググループ 

 下記の概要にて開催した。 

 

日時 

  2022年３月 17日（木）10：00～12：00 

場所 

WEB会議 

議事    

(1) アンケート調査に関する指摘事項について  

(2) 文献調査について  

(3) 作業員の研修素材の作成について 

(4) その他 

出席者 

（委員）（五十音順） 

稲垣 正  公益社団法人全国都市清掃会議 事務局長 

後藤孝也  大東文化大学 スポーツ・健康科学部 健康科学科 教授 

山田正人  国立研究開発法人国立環境研究所 資源循環領域 室長 

（自治体委員） 

河井雅之  八王子市 資源循環部 ごみ総合相談センター 主査 

岸川正次  春日市 地域生活部 環境課 ごみ減量担当 課長補佐 

（環境省） 

筒井誠二  環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 課長 

山田浩司  環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 総括課長補佐 

小林純一郎 環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 課長補佐 

嶋田魁人  環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 調査係 

（事務局） 

坂川 勉  一般財団法人日本環境衛生センター 専務理事 

村岡良介  一般財団法人日本環境衛生センター 環境事業本部 特別参事 

鈴木弘幸  一般財団法人日本環境衛生センター 東日本支局 研修事業部 事業推進役 

笹木宏行  一般財団法人日本環境衛生センター 東日本支局 研修事業部 主事 

橋本知幸  一般財団法人日本環境衛生センター 東日本支局 環境生物・住環境部 部長 

皆川恵子  一般財団法人日本環境衛生センター 東日本支局 環境生物・住環境部 次長 
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巻末資料 

 
①  新型コロナウイルス感染症による影響調査アンケート（市区町村） 

②  新型コロナウイルス感染症による影響調査アンケート （WEBアンケートレイアウト） 

③  新型コロナウイルス感染症による影響調査アンケート（一般廃棄物収集運搬業者） 

④  新型コロナウイルス感染症による影響調査アンケート（感染性廃棄物関連事業者） 

⑤  新型コロナウイルス感染症による影響調査アンケート結果（概要） 

⑥  ヒアリング調査結果（共通の追加質問について） 

⑦  アンケート調査結果（自治体） 

⑧  アンケート調査結果（一般廃棄物収集運搬業者） 

⑨  アンケート調査結果（感染性廃棄物処理業者） 

⑩  ヒアリング調査結果     

⑪  個人防護具の変更に関する具体的な記述について 

⑫  文献・情報調査について 

⑬  文献・情報調査  

⑭  研修テキスト（案） 

 

 


